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21 自治体ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）の推進 
 

１ 地方自治体の情報システム標準化 

 
【提案内容】                 提出先 デジタル庁、総務省 

(1) 標準準拠システムへの移行経費について、補助対象の使途の拡充や補

助基準額上限の見直しを行うなど、地方自治体の負担とならないよう十

分な財政支援を行うこと。 

(2) 標準準拠システムの運用経費について、ガバメントクラウドの利用料

を含め、各地方自治体の運用状況を考慮の上、適切な水準となるよう国

が事業者と調整すること。 

また、地方自治体の負担とならないよう、十分な財政支援策を行うこ

と。 

(3) 上記に加え、自治体情報システムの標準化に当たっては、各地方自治

体の意見を聞き取りながら実情に十分留意した上で、きめ細やかなフォ

ローアップを行うこと。 

◆現状・課題 

国は、令和６年12月24日閣議決定により「地方公共団体情報システム標準化基本指針」

を改定し、令和７年度までとされていた標準準拠システムの移行目標時期が、概ね５年間延

長されることとなった。 

デジタル基盤改革支援補助金については、「地方公共団体情報システム機構法」を改正し、

デジタル基盤改革支援基金の設置年限（令和７年度末）を５年（令和12年度末まで）延長し

たが、かねてより、市町村によっては、移行費用や既存契約の途中解約に伴う解約金等が、

現在示されている補助金では不足する懸念もあり、補助対象の拡充や基準額上限の見直しが

求められるほか、地方自治体の負担とならないよう十分な財政支援が必要である。 

また、国では「ガバメントクラウド移行による運用コスト３割減」を掲げているが、移行

の先行事業の検証結果において現行の運用コストを上回る事例がみられるなどコスト削減効

果への懸念があり、国が主体的に事業者と調整し、実効性のあるコスト削減対策を実施する

必要がある。 

さらに、移行後の運用経費に関する懸念に対しては、国が令和７年６月にとりまとめた

「総合的な対策」に基づき、運用経費の見積精査等の当面の対策、システム運用・管理の省

力化・自動化の推進等の構造的な要因などに対する対策が順次開始されており、さらに一時

的に増加している運用経費を計画的に抑制・適正化し、運用の最適化を図るため、令和７年

12月の補正予算において「地方公共団体情報システム運用最適化支援事業費補助金」の措置

が決定された。今後も、国が地方自治体の意見を踏まえ、十分な財政支援ときめ細やかなフ

ォローアップを行い、実効性のある対策を主体的に推進する必要である。 

 

◆実現による効果 

標準準拠システムへの移行を着実に推進する体制構築、安全・確実な移行が可能となる。 

                       （神奈川県担当課：総務局デジタル戦略本部室） 
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２ 地方自治体の行政手続のオンライン化 

 

【提案内容】                 提出先 デジタル庁、総務省 

(1) 民間手続を含めた手続のワンストップ化、ワンスオンリー化などの取

組を早期に進めること。 

(2) 原則として全ての証明情報等について速やかに国・地方自治体相互に

活用可能な形でデジタル化を進め、オンライン化の阻害要因を解消する

こと。 

◆現状・課題 

デジタル手続法では、デジタル３原則（デジタルファースト、コネクテッド・ワンストッ

プ、ワンスオンリー）を基本原則として明確化し、国の手続のオンライン化を原則としてい

る。また、デジタル庁は「デジタル社会の実現に向けた重点計画」で、法令に基づく国に対す

る申請等及び申請等に基づく処分通知等については、オンライン化することが適当でない手続

又は費用対効果が見合わない手続を除き、添付書類の提出、本人確認及び手数料納付も含む手

続全体をオンラインで実施できるようにすることを原則とし、各府省庁は、速やかにオンライ

ン化の実現に取り組むとしている。 

そのため、登記事項証明書などの証明情報について行政機関間の情報連携等によって添付書

類を省略する検討が進められているところだが、紙原本添付の完全撤廃によるオンライン化阻

害要因の解消を含め、早期に具体的な取組を進めることが必要である。 

本県でも全ての行政手続を対象にオンライン化の取組を進めており、特に年間取扱件数が

1,000件以上の手続について優先的にオンライン化を進めているところだが、本人確認が必要

な手続については、対面や添付書類による確認が必要となることがオンライン化の阻害要因と

なっている。 

 

◆実現による効果 

地方自治体の取組の中では対処できず、阻害要因となっている課題が解消されることによ

り、地方自治体における行政手続のオンライン化、簡素化の取組を促進することができる。 

（神奈川県担当課：総務局デジタル戦略本部室） 

 

 

３ デジタル人材の確保・育成 

 
【提案内容】                 提出先 デジタル庁、総務省 

ＩＣＴやデータ利活用等の専門知識を有し、デジタル技術を活用した地

域課題の解決や新たな価値の創出、システムの運用、連携など、地方自治

体におけるＤＸを推進するデジタル人材の確保・育成が急務となっている

ことから、地方自治体におけるデジタル人材育成に係る費用について、特

別交付税に代わる継続的かつ十分な財政支援を行うこと。 
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◆現状・課題 

地方自治体におけるデジタル人材の育成に当たっては、地方自治体におけるデジタル化の

取組の中核を担う職員（ＤＸ推進リーダー）の育成に係る経費（研修に要する経費、民間講

座の受講料等）について、令和11年度まで特別交付税が措置されることになったが、特別交

付税は時限がある上に延長の有無が不透明である。さらに、措置の対象となるＤＸ推進リー

ダーは、育成プログラムを通じて、基本情報技術者試験相当以上の知識・スキルを身につけ

ることが想定されており、「デジタル人材の育成ガイドブック」で有効とされている「ＩＴパ

スポートの取得・普及」に係る費用は、対象外である。 

そのため、各地方自治体でデジタル人材を育成していく上で十分な財政措置となっていな

いことから、国庫補助等の支援が必要である。 

 

◆実現による効果 

デジタル人材育成に係る費用について継続的に支援を受けることにより、各地方自治体が

同様のレベル想定の下、計画的かつ効率的に人材育成を実施することができる。 

                                            （神奈川県担当課：総務局デジタル戦略本部室）   

 

  

４ 市町村とのデータ統合連携基盤整備・運用への支援 

 
【提案内容】                 提出先 デジタル庁、総務省 

「デジタル社会の実現に向けた重点計画」の重点政策において、「デジ

タル地方創生を目的とした複数サービス間での安全・安心なデータ連携、

サービス同士の連携を支えるエリアデータ連携基盤の普及を進めるととも

に、基盤への無用な重複投資の回避等を目的とする共同利用の拡大を図

る。」とされていることから、地域未来交付金（デジタル実装型）が想定

する地域住民に直接裨益するデータ連携基盤に限らず、都道府県が域内の

市町村と共同で利用しているデータ統合連携基盤の整備・運用に対しても、

早期の財政支援を行うこと。 

◆現状・課題 

「デジタル社会の実現に向けた重点計画」の重点政策において、基盤への無用な重複投資の

回避等を目的とする共同利用の拡大を図ると記載されているが、対象が開発経費に限られてい

る上、すでに本県が市町村と共同で利用しているデータ統合連携基盤は、地域住民に直接裨益

しないため地域未来交付金（デジタル実装型）の対象とされていない。 

 

◆実現による効果 

市町村と共同でデータ統合連携基盤を整備し、ＤＸを推進することで、リソースを共有しな

がら地域の様々な課題の解決が可能になる。 

                                             （神奈川県担当課：総務局デジタル戦略本部室）  
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５ 生成ＡＩの利活用 

 
【提案内容】                 提出先 デジタル庁、総務省 

急速に発展しているChatGPTを始めとする生成ＡＩについて、国として

安全かつ効果的な利活用のための地方自治体向けルールやガイドラインを

早期に示すこと。 

◆現状・課題 

ChatGPTを始めとする文章や画像を作成する生成ＡＩ技術は急速に発展しており、令和７年

６月に「人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する法律（AI法）」が施行され、そ

の中で、国は、行政事務の効率化及び高度化を図るため、国の行政機関における人工知能関連

技術の積極的な活用を進めるものとしている。 

本県でも業務への生成ＡＩの利活用を開始しているが、一方で懸念されるリスクへの対応な

ど行政共通のルールがなく独自の判断のみに基づいて決定せざるを得ない課題が続いている。 

特に個人情報を含む重要情報を入力した場合にその情報が再利用される可能性や、生成ＡＩ

が作成した文章や画像が第三者の著作権に抵触する可能性、意図的に大量入力された誤情報に

基づく誤った情報の拡散などの二次被害を防ぐため、一定の共通対応を示したガイドラインが

必要となる。 

 

◆実現による効果 

ChatGPTを始めとする生成ＡＩの適切な利活用は、本県の業務効率化や業務改善、県政課題

の解決に寄与できる可能性が高い。 

（神奈川県担当課：総務局デジタル戦略本部室）    

 


